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１．事業の概要

平成１８年３月の中央環境審議会答申「環境研究・環境技術開発の推進

戦略について」を踏まえ、安全・安心で質の高い社会の構築のため、化学

物質を取り扱う事業所における事故時のリスクへの対応を確立する必要が

ある。そのため、化学事故時における化学物質排出量の算出方法の検討、

住民への情報提供手法の検討及び環境影響調査上の課題の整理を行う。

２．事業計画（平成１９年度～平成２３年度）

①化学事故時排出量算定方法等検討調査

化学事故によりＰＲＴＲ対象物質が環境中に排出された事例を収集し、

排出量の算定方法について検討する。また、化学事故時における、通常

想定されない反応等を考慮した排出量算定シミュレーションモデルを開

発する。

②化学事故時情報提供手法検討調査

過去の化学事故における関係者の対応や海外における住民への情報提

供手法について調査し、事故時における情報提供手法及び平常時から行

うべき事故に関するリスクコミュニケーションのあり方等について検討

する。

③化学事故時環境影響調査課題把握調査

事故時の環境中化学物質へのばく露及び健康影響評価等の環境影響調

査に対応した実績のある調査機関等の情報の自治体への提供その他事故

時の化学物質の環境影響調査に係る技術的課題について整理する。

④化学事故対応マニュアルの作成

化学事故時の環境保全対策を包括的にまとめた対応マニュアルの作成

・普及を図る。

３．施策の効果

自治体及び事業者向け化学事故対応マニュアルを策定し、普及すること

により、化学事故時の迅速かつ適切な環境保全対策とリスク管理を実現す

る。
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